
１ 供給側 

平成 27年の財・サービスの総供給額は 32兆 6888億円で，うち県内生産額は 24兆 9182億円，

移輸入額は 7 兆 7707 億円である。県内生産額の費用構成の内訳は，中間投入額が 11 兆 7318 億

円，粗付加価値額は 13兆 1864億円である。 

２ 需要側 

平成 27年の財・サービスの総需要額は 32兆 6888億円で，うち中間需要額が 11兆 7318億円，

最終需要額が 20兆 9571億円である。 

図表 1 平成 27年広島県産業連関表の概要 

【産業連関表とは】 

  産業連関表は，１年間に県内で行われた経済活動を財・サービスの取引関係としてとらえ，それを

行列形式にまとめたもので，産業構造や産業部門間の関係など県経済の構造を把握できる。また，産

業連関表から求められる各種の係数表を用いて経済波及効果の計測やシミュレーションを行うことが

できる。 

【産業連関表の見方（別紙 13 部門表参照）】 

  産業連関表は，部門ごとにタテ方向（列部門）の計数を見ると，その部門の財・サービスの県内生

産額とその生産に用いられた投入物の構成が分かる。また，部門ごとにヨコ方向（行部門）の計数を

見ると，その部門の財・サービスの県内生産額及び移輸入がどの部門でどれだけ需要されたかの産出

（販売）先の構成が分かる。 

タテ方向の計（中間投入計＋粗付加価値計）とヨコ方向の計（中間需要計＋最終需要計）は，同じ

県内生産額であり，両者は一致する。 

（単位：10億円）
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３ 供給側の構成比 

県内生産額に対する中間投入率は 47.1％となり，粗付加価値率は 52.9％となった。 

 

 

 

（注） 中間投入率の変動には，2008SNA 対応における研究開発等の資本化に伴い，前回表までは中間投入に計

上していた金額の一部を最終需要に計上し，この資産から発生する資本減耗引当を粗付加価値に計上した

ことによる影響が含まれているため，過去の計数との比較には注意が必要である。 

 

 

粗付加価値の内訳は，雇用者所得（43.7％），営業余剰（27.9％），資本減耗引当（21.2％）な

どとなった。 

 

 

 

（注） 資本減耗引当の伸びには，2008SNA 対応における研究開発等の資本化の影響が含まれているため，過去

の計数との比較には注意が必要である。 
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図表 2 県内生産額の構成比 

図表 3 粗付加価値の構成比 
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４ 需要側の構成比 

総需要に占める中間需要の割合は 35.9％となり，最終需要の割合は 64.1％となった。 

（注） 最終需要の伸びには，2008SNA 対応における研究開発等の資本化の影響が含まれているため，過去の計

数との比較には注意が必要である。 

最終需要の内訳は，移輸出（43.1％），民間消費支出（30.4％），県内総固定資本形成（12.9％），

一般政府消費支出（11.9％），などとなった。 

（注） 県内総固定資本形成の伸びには，2008SNA対応における研究開発等の資本化の影響が含まれているため，

過去の計数との比較には注意が必要である。 
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図表 4 総需要の構成比 

図表 5 最終需要の構成比 
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（注）１ この図において，「財」は，統合大分類（45部門）の分類コード 01～41及び 68，「サービス」は，同じ

く 46～67及び 69の合計である。 

２ この図において，消費とは，「家計外消費支出」，「民間消費支出」及び「一般政府消費支出」の合計，

投資とは「県内総固定資本形成」及び「在庫純増」の合計である。 

３ 四捨五入していることから，内訳は必ずしも合計と一致しない。 

４ （ ）は，構成比を示す。 

図表 6 平成 27年産業連関表からみた財・サービスの流れ 

11兆 7318億円 13兆 1864億円

財の投入 サービスの 雇用者所得 営業余剰 資本減耗 その他

投入 引当

7兆 4兆 5兆 3兆 2兆

2693億円 4624億円 7689億円 6813億円 7977億円 9385億円

(62.0%) (38.0%) (43.7%) (27.9%) (21.2%) (7.1%)

中間投入率 粗付加価値率

(47.1%) (52.9%)

24兆 9182億円 移輸入

11兆 9110億円 13兆 72億円 7兆

(47.8%) (52.2%) 7707億円

県内生産額 (76.2%)

移輸入 (23.8%)

総供給 32兆 6888億円 (100.0%)

総需要 32兆 6888億円 (100.0%)

中間需要 (35.9%)

最終需要 (64.1%)

20兆 9571億円

移輸出 (27.7%)

県内最終需要 (36.5%)

11兆 9165億円 移輸出

9兆 2190億円 2兆 6975億円 9兆

(77.4%) (22.6%) 406億円

県内最終需要

消費 投資

中間投入 粗付加価値

県内生産額

財の生産 サービスの生産

最終需要

4



５ 県内生産額の推移 

県内生産額は 24兆 9182億円で，平成 23年以降平成 27年までの４年間の平均伸び率でみると

0.6％の増加となった。 

６ 県内生産額の産業別構成比 

県内生産額の産業別構成比は，製造業の 42.8％が最も大きい。全国において製造業の構成比は

29.8％となっており，広島県は全国に比べ製造業の割合が高い。 

（注） 図表 8 は 13 部門分類による。 
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図表 8 県内生産額の産業別構成比 
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